08年度夏学期　国際関係論Ⅰ（月１、教官：大江　博）シケプリ
※高確率で正誤問題のみになります。
※見にくいシケプリでほんとに申し訳ない…。
Ⅰ、包括的安全保障とは何か
戦争には「悪い戦争」と「正しい戦争」があり、後者のみ否定を否定する考え。
「誰が正しさを判断するのか」という問題によって形骸化
戦争が正しいか否かを考えず、戦争が起きた場合のルール（交戦規約）の整備を目指す。
国際連盟規約・・・手続きにのっとった戦争は合法とされる。
違反国に対し、除名と経済制裁しかできない。
不戦条約・・・・・戦争一般を禁止。しかし、戦争の定義が曖昧。違反国に対する制裁もなし。

　　
WWⅡ後の国連憲章のもとで「武力行使」は一般的に禁止されている。ただし、
①個別的および集団的自衛権の行使（51条）　　　　　　　　　　　
②集団安全保障の下での武力行使　（7条）　　　　　　　　　
の違法性は阻却される（＝合法）。
①自衛権

・個別的自衛権：自国に対する武力攻撃を実力をもって阻止する権利
・集団的自衛権：自国と密接な関係にある外国に対する武力攻撃を、自国が直接攻撃されていないにもかかわらず、実力をもって阻止する権利
　　　　→「自国と密接な関係にある外国」を具体的に指すものが不鮮明。
　　　　　安全保障条約などを結んだ国同士は密接と言えるが、学説上具体的な条約を示す必要がないというのが有力。
　　　　　集団的自衛権を口実にした乱用も考えられる。
　　　　→要件（ⅲ）の「必要最小限」は結果論であり、初期段階ではわからない。
　　　　→自衛権の行使に安保理のお墨付きは必要なく、行使した後に安保理に報告する。
　　　　　　乱用の危険性は０ではないが、後に安保理で「なぜ自衛権を行使したか」を説明させられる。
【アフガニスタン攻撃】
2001年の同時多発テロを受けて、アメリカなどは自衛権を根拠にアフガニスタンに対して武力行使を行った。
この武力行使は「自衛権の行使」として説明できるのか。
・自衛権を発動する主体は国家でなければならないが、自衛権発動の対象は国家とは限らない。（要件（ⅰ）参照）
・テロリストが対象の場合、彼らへの攻撃は同時に第三国の領域主権を侵すことになってしまう。
　→たとえばビンラディンが日本に潜伏していたとすると、要件（ⅱ）の「適当な手段」として、日本政府の捜査協力が考え
　　られる。しかし、タリバン政権はビンラディンの引き渡しを拒否したうえ、アルカイダをかくまっていたため、武力行使以外
　　に手段はないとされた。（→要件（ⅱ））
ｃｆ.日本では憲法第9条によって個別的自衛権は認められているが、集団的自衛権の行使は認められない。（集団的自衛権の権利自体は主権国家として有している。憲法を改正すれば行使できる。）
↓
テロ特措法延長問題：要件（ⅲ）を考慮し、アフガニスタンへの攻撃をいつまで自衛権として正当化できるのか？
・政府「カイザル政権の成立によって自衛権についての議論の必要はなくなった」
　→タリバン政府への攻撃は正当であったが、正当政府のカイザル政権の成立によって、多国籍軍の活動は政府からの
　　要請による合法的な治安維持活動（≠自衛権の行使）となった。
・自衛権の行使はいつ終ったのか？
　→自衛権と治安維持活動を並立して行っており、アメリカがもし今の活動を超えて武力行使をした場合に自衛権として合
　　法化できるようにしている。
→よってカイザル政権の成立で自衛権行使が終わったわけではない。
②集団安全保障
集団安全保障：ある国が侵略などを行った場合に、当該国も加盟している国連自体の判断の下に軍事的その他強制措置によってそのような侵略行為を鎮圧し、除去する制度。
集団安全保障において武力行使を行う際は安保理の武力行使容認決議を事前に得ることが必要。（ここが集団的自衛権との違い!!）

集団安全保障はまず憲章第41条に基づいて経済制裁などの非軍事的措置が取られ、それでも改善しない場合は第42,43条に基づいて「正規の国連軍」が組織されることが想定されていた。
→しかし、「正規の国連軍」が組織されたことは一度もない。多国籍軍が集団安全保障を担うのが慣例に。
【クウェート侵攻～湾岸戦争～イラク戦争】
1990.8　　イラクのクウェート侵攻

　　.11
1991.1　　湾岸戦争。多国籍軍の出動。
   .4
　　　　　　　停戦
1995    　イラクで大量破壊兵器、核開発が発覚
　　　　　　　→安保理決議687の停戦の前提が崩れたため、安保理決議678の有効性が復活し、武力行使が可能になるのでは、という主張がなされるようになる。（←中・露の反対）
1998.3　　　　
　　　　　　　　　
　　　　　　イラクはUNSCOMの査察に協力的になり、武力行使は回避された。
　　　　　　しかし、しばらくして再び査察を拒み始める。
　   .11
　　　.12　　 決議687の停戦条件が崩れたとされ、アメリカなどが武力行使。
　　　　　　　　→しかしイラクはさらに査察拒否を続ける。
2002.11
2003.3     イラク戦争
　　　　　　　　→イラクがUNSCOMの視察に応じないために決議687の前提が崩れ、決議660、決議678によって武力行使
　　　　　　　　　　は正当化されるという理論。（米・英の立場）
　　　　　　　 →中・露に加え、仏・独が武力行使容認の根拠がないとして反対。
→つまり、イラク戦争の正当性は、本当に大量破壊兵器があったか、よりも決議687の停戦条件は崩れてい
たか、すなわち、イラクが査察に対してどれほど非協力的だったか、で測られるべきである。
注）決議1154や1205、1441はあくまで「警告」、「認定」であり、湾岸戦争、イラク戦争のどちらにおいても、武力行使容認決議は決議678である点に注意!!!（｀皿´）
（（イラク戦争の正当性の他の考え方））
　　　　　先制的自衛権：自国への攻撃の脅威が高まった場合は武力行使をしてもよい
　　　　　　            イラク戦争の場合、イラクを通してテロリストに核兵器が譲渡される脅威があった。
　　　　　　　　　　ｃｆ.日本では相手国の攻撃の矛先が明らかに日本に向いている場合に自衛権を発動できる。
【コソボ紛争】
1999年、NATO軍が安保理の武力行使容認決議のないまま、「人道的介入」としてコソボへ空爆を行う。
・国内紛争に対する武力行使容認決議に関して、中・露は消極的
　→国内にそれぞれチベット問題、チェチェン問題を抱えている事情も絡む。
　→露は本件が国連憲章違反であったとする安保理決議案を出した。（米の拒否権によって否決は必至だったが、他の理事国の賛成が得られれば国際社会がNATOに批判的であるということが明らかになり、政治的意味を持つという意図。結果としては大差で否決された。）
・日本はミロシェビッチを擁護するでもなく、NATOを批判するでもなく、「理解」という曖昧な立場をとった。
・国連憲章は「極度の人権侵害」に対して介入を認めていないわけではない。しかしやはり決議の積み重ねは必要。
・安保理のお墨付きのない人道的介入は乱用、悪用の恐れがあるため、安易な容認はできない。
Ⅱ、日中関係論
①戦後処理
サンフランシスコ平和条約：日本と連合国（日本が宣戦布告をした４６ヶ国）とで締約された条約であり、戦後日本の主権回復などを定めた。一方、中国、ソ連などは締約していない。
・日本の領域分割（第2条）
朝鮮半島は日本からの分離と独立が認められたが、千島･樺太と台湾などは分離のみの規定で、独立や他国への編入については規定されなかった。（→北方領土、台湾問題へ）
・賠償
→賠償権を持つのは、日本との戦闘によって損害を受けたフィリピン、ベトナム、ラオス、カンボジア、オーストリア、アメリカ、イギリス（香港、シンガポール、マレーシア含む）、オランダ。
→しかし、実際に賠償協定を結んだのはベトナム・フィリピンの２ヶ国のみ。米英などは賠償権を放棄（冷戦において日本を対共産圏の防波堤にしようとした）。インドネシアなどは賠償を不十分とした（賠償は役務賠償（お金ではなくサービスで払う賠償）だったから）。東南アジアとの実質的な賠償は経済協力によって行われた。
中国との戦後処理
・サンフランシスコ条約では中華人民共和国と中華民国のどちらを招くか決まらず、中国は招かれなかった。
→アメリカは「朝鮮戦争において北朝鮮を支持した中華人民共和国を代表として認めたら、アメリカはサンフランシスコ平和条約に批准せず、日本は主権を回復できない」と圧力をかける。
→中華民国を戦後処理の相手とし、日華平和条約を締結（初の中国との戦後処理、1951年）。
　中華民国はアメリカに正当政府と認められるために日本への賠償請求を放棄
・70年代、米中が接近。
　日中共同声明：中華人民共和国との外交関係を結ぶ。
１項：日中の不正常な状態は終了
→日中が「同床異夢」している状態
日本は単に政府承認の変更ととっているが（第2項参照）、中華人民共和国（以下中国）は日華基本条約は無効であるとの立場から、この文言で戦後処理が行われたととっている。
２項：日本は中華人民共和国が中国唯一の合法政府であると承認
３項：中華人民共和国は、台湾が中華人民共和国の領土の不可侵の一部であることを表明し、日本政府はこの立場を理解し、ポツダム宣言第８項（日本の領土を本州、北海道、九州、四国と小諸島に限定）に基づく立場を堅持する。
→サンフランシスコ平和条約で台湾の帰属に判断がなされてない以上、日本は独自の立場をとらない。
→台湾が独立を宣言したときに、米中の武力介入が起こるという状態を考えると、ここで宣言するのは賢明ではないとの理由
５項：賠償の放棄
→一度中華民国が賠償放棄したが、日華平和条約を認めない中国が言ってきたため再び規定した。
→日本は経済協力をおこなう（1979年からODAスタート。しかしいつまで続けるかは明確でない）
無償資金協力…途上国に対し、返済義務を課さず、合意された特定の目的のために資金を給与
ODA　　有償資金協力（円借款）…途上国に対し、低利・長期返済という緩やかな条件で開発資金を貸し付ける
技術協力
・日本は北京オリンピック後に新規に円借款を行わないことを決定。
②靖国参拝問題
1951　　　　戦後初の吉田首相による参拝。「公的参拝」であることは暗黙の了解だった。中韓の批判はなし。
1975　　　　三木首相が「私的参拝」を表明。以後、マスコミで私的参拝か公的参拝かが問題になった。
1978　　　　今までの首相による参拝は「私的参拝」であったという政府見解が出される。
　　　　　　　A級戦犯の合祀が決定。　
　　　　　　 日中平和友好条約締結。
1979　　　　A級戦犯合祀が対外的に明らかになる。
　　　　　　　日本から中国へのODA開始。
1985　　　　中曽根首相が「公的参拝」を表明。←中国からの批判が始まる
　　　　　　　以後首相による靖国参拝は中断。
1996　　　　橋本首相が「私的参拝」を行う。→中韓が批判→参拝中止に
2001　　　　小泉首相が公約で毎年靖国参拝を行うことを掲げ、実際に毎年参拝を行った。
　　　　　　　→中韓の批判に屈して参拝を中止すると中曽根首相や橋本首相の二の舞になり、「日本は圧力をかけると屈する」という
印象を与えてしまう。
2005　　　　特に中韓からの批判が激しかった。
　　　　　　　→中国：G４（日、独、印、伯）による安保理改革会議において日本の常任理事国入りの話が出たため。
　　　　　　　　　　　　　「過去の反省のない国は常任理事国の資格はない」
　　　　　　　→韓国：島根県で「竹島の日」条例が制定されたため。
注）過去問を見る限り年号も正誤問題で出題されてるから、何年に何が起きたかきちんと覚えたほうがいいかも～＾＾
③中国脅威論
・日米などの海外企業が人件費の安い中国に進出し、生産・輸出するという加工貿易の構造。
・日本が戦後、外資を排除する形で発展してきたのに対し、中国・東南アジア諸国は外資を導入する形で発展。
　→タイと中国はどちらも日本企業を受け入れているが、前者は自前の技術力をつけることをやめているのに対し、
　　後者は技術を吸収しようとしている。
・今後の展望
　　中国では外資企業は大きなビジネスチャンスがある。
　　今は中国の技術レベルは高くないが、いずれ技術を吸収され、中国企業が力をつけだす。
・中国の軍事力
　→従来中国の保有する戦闘機は旧式だったが、90年代以降急速に最新兵器をロシアから導入している。
　→アメリカから最先端の兵器を輸入し始めたら本当の脅威になる。
・核技術の流出の危険性　　　中国→パキスタン→北朝鮮・イラン
・中国を国際社会にコミットさせ、行動に対して責任を持たせることが大事になってくる。
Ⅲ、地球温暖化問題
地球温暖化：空気中の温室効果ガス濃度が高くなることで気温が上昇
　　空気が吸収できる炭素量…約31億トン
　　現在排出している炭素量…約60～70憶トン　←排出量を半分以下にしないと濃度は上がり続ける。
（（環境問題への対応の仕方））
　　緩和：原因物質を減らして問題の解決を図る。
　　適応：その環境問題によって生じている、または生じるであろう影響へ対処する。
　
「大気中の温室効果ガスの濃度を安定させること」が究極目標
附属書Ⅰ国（＝1994年時点のOECD加盟国）に対し、1990年の排出量を基準に、2008年から2015年の平均がどれくらい削減されるか、というかたちで削減義務を課す。
京都議定書の問題点①　　削減幅が附属書Ⅰ国に公平に分配されているか？
→基準年である1990年はソ連崩壊直前、東西ドイツ統一…など特別な年。

　 →ex1)　ロシア（削減義務0％）　　経済崩壊の結果、CO₂の排出量は激減し、膨大な余剰枠が生じた。
　　→ex2)　EU（全体として－8％の削減義務。域内の国別配分は問われない。）
　　　　　ドイツでは1990年の東西統一により、旧東ドイツで経済崩壊が起きたため、CO₂排出量は大きく低下。
　　　　　ドイツ、イギリスでは石炭から天然ガスへの燃料転換　　　　　　　よって目標達成は比較的容易。
　　　　　この2ヶ国で大半を削減できるため、EUの他国には緩やかな削減義務が認められる国もある。（「EUバブル」）
→ex3）日本（削減義務－6％）
　　　　　1990年段階ですでにエネルギー効率はかなり優秀であり、さらなる削減は厳しい。
　　→社会的要因で削減努力なしに結果的に削減できた国と、エネルギー効率がもともと優れており、これ以上の削減
　　　　が難しい国を同列に考えていいのか？基準年は1990年で適切なのか？
京都議定書の問題点②　　主要排出国が不参加、もしくは削減義務が課されていない
　　→削減義務のある国の総排出量は全排出量のわずか約30％
→ex1)アメリカ（全排出量の21.9％、2004年）の不参加
　　　　　クリントン大統領が署名したが、ブッシュ政権の時離脱。
　　　　　「2025年をピークアウト（頂点）にして削減を始める」と言っているが、遅すぎる。
　　→ex2）韓国（）の不参加　　　1996年にOECDに加盟したが、附属書Ⅰ国には入っていない。
　　→ex3）中・印などの途上国に削減義務なし
　　　　途上国は「温暖化の原因を作ったのは先進国であるから、先進国が義務を負うべき」と主張している。
　　　　しかし、今や先進国の排出量：途上国の排出量＝１：１であり、途上国の協力なしには解決はない。
　　　　特に経済発展の著しい中国（全排出量の19.1％、2005年）の協力は不可欠。
注）中国などの途上国は議定書に参加しているが、削減義務を課されていないだけ。参加はしているので注意!!
オーストラリアは政権交代により2007年に参加（削減目標＋8％が達成できそうだから参加した…??）
　　カナダは排出量が2007年に90年比＋20％となり、議定書の削減義務のギブアップし、2006年を基準年とした削減を
　　行うことを表明。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ここらへん出すとか言ってた）
（（ポスト京都で必要なこと））
①アメリカの参加　②中国などの途上国にも義務を課す　③韓国の附属書Ⅰ国への参加
「2050年までに全世界の排出量を50％削減」の目標を提言。
（（この宣言への批判））
①「先進国」でなく「全世界」としたのは無責任である。
②50年は先すぎる。　　　③削減の具体案がない。
（（批判への反論））
①排出量が先：途＝１：１の現在、先進国が排出量を0にしてやっと半減である。途上国はこれからも排出量が増加することが見込まれるから、先進国だけの努力では問題の解決はもはや不可能。
②途上国は少なくとも50年までにはピークアウトを迎え、削減を行うべきという制約をかけることができる。
③EUと日本とのアプローチの違い
　→EUはアメリカが「中・印が義務を負わなければ参加しない」と言っている以上、中・印を参加させるべきで、先進国が自らに野心的な目標を課せば、途上国はついてくる、と主張。
　→日本は先進国が削減を行っても途上国は「当たり前」と思ってついてこないから、途上国を引き込む努力と次の目標を設定する努力は同時に行うべきで、まず米・中・印を議論の場に引っ張ってくるべきだ、と考えている。
　
ポスト京都を話し合う場が立ち上がる（「バリアクションプラン」）
2009年のコペンハーゲンの会議までにポスト京都について決定することで合意。
※地名は覚えておくように言ってた気がする…。

「福田イニシアチブ」
①日本は次の枠組みでも国別総量目標（CAP）を受け入れることを表明
　　→いままでは具体的な数字を出すと米・中などが議論の場につきたがらなかったが、バリの会議でこれらの国がポスト京都の議論へ参加した。　
　　→日本がイニシアチブをとることを示す働き。
　　→CAPの決め方で、基準年見直しを含む負担の平等化をはかってほしいことを示す。
②セクターアプローチに基づくボトムアップアプローチの導入の要請
　　セクターアプローチ：セクターごとに可能な削減量を算出
　　ボトムアップアプローチ：セクターアプローチで算出した数値を積み上げ、国全体で可能な削減量を算出
　　　　ｃｆ.トップダウンアプローチ：具体的な算出なしに「6％削減」などの数字を設定
前近代


正戦論





18C～19C


無差別戦争観





20C


戦争の違法化





現在





自衛権発動の3要件


（ⅰ）国家又は国民に対する外部からの急迫不正の侵害があること


（ⅱ）これを排除するために、他に適当な手段がないこと


（ⅲ）行使される実力は必要最小限のものであること





集団安全保障の武力行使発動要件


（ⅰ）平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行為の認定（39条）


（ⅱ）武力行使を容認するとの認定





安保理決議660


イラクが平和と安全を侵害していると認定→要件（ⅰ）を満たす





安保理決議678


クウェートに協力する加盟国に対しあらゆる必要な手段を取る権限を与える。→要件（ⅱ）を満たす　　　　　　　　　　　　　　　（武力行使容認決議）





安保理決議687


イラクが大量破壊兵器の開発をやめ、大量破壊兵器に関する国連特別委員会（UNSCOM）の


査察を受け入れるなどの条件を受け入れたら、停戦を行う。（「停戦決議」）





安保理決議1154　　イラクへの警告決議





安保理決議1205


イラクの義務違反は諸決議の重大な違反と認定





安保理決議1441　　イラクへの警告決議（≒決議1154）





この間中国からの批判がなかったのは、


条約締結やODAによって友好ムードであえて批


判する必要はなかったから。





気候変動枠組条約


（1992年採択、1994年発行）





「美しい星50」





京都議定書


（1997年採択、2005年発行）








「美しい星50」


（安倍首相、2007年5月）





バリでの締約国会議


（2007年12月）





ダボス国際会議


(2008年)











